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資料２
【平成１６年１２月】

平成１７年度医薬関係予算案の概要

（厚生労働省医薬食品局）

平成１７年度 予 算 案 ９，２９１百万円

（９，３５３）
平成１６年度 予 算 額 １０，０９８百万円

（△６２）
差 引 増 減 額 △８０６百万円

（９９．３）
対 前 年 度 比 率 ９２．０％

※（ ）は平成１６年度予算から三位一体改革による

税源移譲対象事項を除いた数字である。

【計数については、整理上、変更があり得る。】

（１６年度予算額） （１７年度予算案）

百万円 百万円

６，７５３ → ６，４７８Ⅰ．医薬品・医療機器等対策

医薬品安全対策については、従来の製薬企業等を通じた事後的な対応のみなら
ず、学会、医療機関、企業等との連携による予測・予防型の積極的な副作用対策
を実施するとともに、医療機器審査の充実強化を推進する。

百万円 百万円

４１７ → ５５４１．予測・予防対応へ向けた積極的な副作用対策
など安全対策の充実強化

０ → ４４○ 重篤副作用疾患別適正対応事業費
副作用の早期発見、早期対応を図るため、関係

学会等と連携の上、初期症状、典型症例及び診断
法等を包括的にとりまとめた「重篤副作用疾患別
適正対応マニュアル」（４年間で１２０疾患）を
作成し、医師、薬剤師、看護師及び患者に情報提
供する。
また、計画的にリスク因子の解明と副作用の発

生機序研究を推進することにより、将来的には副
作用の発生を低減した新薬開発を可能とするなど、
医薬品の安全対策について、これまでの事後対応
型に加え、予測・予防型の積極的な副作用対策を
展開する。
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百万円 百万円

０ → ６６○ 小児に対する薬物療法の根拠情報収集事業費
医薬品の多くは、小児のための用法・用量が明

確でなく、使用上の注意において「安全性が確立
していない」等とされているため、小児への使用
が制限されている状況にある。
このため、学会や医療機関等と連携して処方情

報や文献情報を収集・解析し、使用法の評価・整
理を行い（５年間で約１００薬剤）、製薬企業に
承認申請等を指導する。

０ → ４８○ 妊婦のためのクスリ情報センター事業費
医薬品の胎児に与える影響について、十分な情

報がないことから、極端な場合には、中絶が行わ
れたり、妊娠中は薬物療法を避けるなどが起きて
いると指摘されている。
このため、新たに設置する「妊婦のためのクス

リ情報センター」（国立成育医療センターに設置）
において、服薬の影響を心配する妊婦からの相談
業務を通じ、妊婦の服薬情報とその後の出生児へ
の薬の影響の有無に関する情報を収集・蓄積・デ
ータベース化し、服薬相談や添付文書の改訂に活
用する。

８ → ４０○ 医薬品コード表示医療事故防止対策事業費
医薬品の名称や外観の類似により生じる製品取

り違えの医療事故を防止するため、医薬品コード
表示に必要なコード体系データベースを整備する。

百万円 百万円

１，４７８ → １，３９５２．医薬品・医療機器審査等の充実強化

０ → ６４○ 次世代医療機器審査指標等整備費
ＩＴ、バイオテクノロジーなど多様な最先端の

技術を応用した医療機器を医療の場に迅速に提供
するため、医療ニーズが高く実用可能性のある次
世代医療機器（５分野）について、審査時に用い
る技術評価指標等を予め作成し、公表することに
より、製品開発の効率化及び承認審査の迅速化を
図る。

７ → ２０○ 体外診断薬基準整備費
ウイルスの遺伝子配列の変異等により、診断結

果にばらつきが生じる体外診断薬のうち、特に高
度な精度管理の必要性があるものについて、自主
点検のための標準品作成や実施手順書の整備によ
り、体外診断薬の品質確保を図る。
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百万円 百万円

１，６９０→ １，５７６Ⅱ．血液等対策

輸血医療の一層の安全性を確保するため、健康な献血者の確保対策や検査目的
での献血の防止対策などを実施するとともに、ワクチン・抗毒素類の安定供給を
図る。

百万円 百万円

０ → １６３○ 血液の安全確保のための献血者情報活用事業費
健康な献血者を確保するうえで、献血時におけ

る本人確認の厳格化や問診の充実強化を図る必要
があることから、献血者の過去の血液検査記録や
問診履歴などを迅速に検索、表示、照合できる献
血者情報照合システムを構築する。

０ → ５○ 問診技術向上研修事業費
検査目的の献血を未然に防止するためには、問

診の強化が重要とされることから、問診を担当す
る医師等が留意すべき事項や問診方法をマニュア
ル化するとともに、必要な研修を実施する。

０ → ２４○ 複数回献血協力者確保事業費
安全性が高い複数回献血者に対し、継続して献

血に協力してもらうため、各血液センターに複数
回献血者クラブ（仮称）を設立し、特別な献血
カードや情報誌の配布又は健康管理相談等を実施
することにより、複数回献血協力者の一層の拡大
を図る。

０ → ２３○ 若年層献血者確保調査費
献血率の低下が見られる若年層対策として、献

血に関心のない者も含めた若年者の献血意識調査
を行うことにより、今後の効果的な献血推進方策
の検討に役立てる。

百万円 百万円

５４ → １２５Ⅲ 薬剤師の資質向上対策等

医療の担い手として質の高い薬剤師を養成するため、平成１８年度から薬学教
育６年制が導入されることを踏まえ、薬学教育における実務実習に必要な指導薬
剤師の養成や、４年制卒薬剤師に対する知識・経験のさらなる向上のために研修
の充実強化を図る。また、医薬分業の質的向上に向けた対策を推進する。
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百万円 百万円

４７ → １１２１．薬剤師実務研修等の充実

０ → ３７○ 薬剤師実務研修等実施検討事業費
現行４年制卒薬剤師について、医療の担い手と

して必要な知識・経験の一層の向上を図るため、
実務研修、生涯研修、専門研修の効率的な実施方
法等について検討等を行う。

０ → ３２○ 指導薬剤師実務実習講習会経費
薬学教育６年制の施行を踏まえ、薬学教育にお

ける実務実習の受入に必要な指導薬剤師を計画的
に養成するため、実習受け入れ基準を満たすよう
な薬局・病院に勤務する核となる薬剤師を対象に
講習会を全国８カ所で開催する。

百万円 百万円

８ → １３２．医薬分業の推進

０ → ４○ 医薬分業総合推進方策検討事業費
全国の分業率が５０％を越えたものの、地域格

差の存在や患者がメリットを感じていないといっ
た問題が指摘されていることから、これまでの医
薬分業施策の実施状況や患者ニーズを踏まえ、今
後の医薬分業の質的な向上を推進するための方策
を総合的に検討する。

百万円 百万円

８４９ → ３２８Ⅳ 麻薬・覚せい剤等対策

平成１５年７月に政府が策定した「薬物乱用防止新五か年戦略」を受けて、
ＭＤＭＡ等の錠剤型合成麻薬や脱法ドラッグの増加など、多様化する乱用薬物に
対する取り締まりの強化や青少年に対する啓発の充実を図る。

百万円 百万円

０ → ２０○ 特定薬物乱用重点予防啓発事業費
近年増加傾向にあるＭＤＭＡ等の錠剤型合成麻

薬や大麻の乱用に対応するため、薬物の乱用によ
る危険性の周知、薬物犯罪に対する規範意識の醸
成等を目的とした啓発資材を作成し、薬物乱用の
一層の浸透が懸念される青少年層を対象とした重
点的な予防啓発活動を展開する。
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百万円 百万円

８ → ２７○ 脱法ドラッグ対策経費
近年、若年層を中心に麻薬等に指定されていな

い未規制薬物（いわゆる脱法ドラッグ）の乱用が
拡大していることから、これらの依存性・精神毒
性等の評価試験を実施し、早期の麻薬指定による
規制強化を図る。

０ → ２○ 麻薬取締活動強化研修事業費
都道府県の麻薬取締員に対し、司法警察員とし

ての一定レベルの捜査活動や、指導監督体制を確
保するための研修を実施する。

０ → ５○ 薬物乱用防止中堅指導員養成事業費
薬物乱用防止指導員に対し、最新の薬物情勢や

全国的な啓発活動状況に関する研修を実施し、各
地域における効果的な啓発活動の推進を図る。

（５６９）→ （５７２）○ 取締体制の強化費
インターネットの利用等により、潜在化・広域

化する薬物密売等に対処するため、取締体制を強
化する。（地方厚生局麻薬取締部計上）

百万円 百万円

７５１ → ７８４Ⅴ 化学物質対策

化学物質の適正な管理を促進し、化学物質による健康被害の発生を防止するた
め、「化学品の分類及び表示に関する世界調和システム（ＧＨＳ国連勧告）」を
導入するための基盤整備を図るとともに、既存化学物質について有害性情報の収
集を促進する。

百万円 百万円

０ → ２５○ 毒物劇物に係るＧＨＳ制度対応経費
毒物劇物の表示方法等をＧＨＳに対応させるた

め、有害性等の必要な情報の収集やＧＨＳ対応マ
ニュアルの検討などの基盤整備を図る。

４９ → ７２○ 難分解性化学物質に関する毒性調査費
既存化学物質について第二種監視化学物質に指

定するため、カテゴリー分類評価に基づいて指定
の可能性が高い物質につき毒性試験を実施する。
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Ⅵ 三位一体改革による税源移譲対象事項

当局の国庫補助負担金のうち、三位一体の改革により、平成１７年度に廃止して地方
への税源移譲の対象とされた補助金等は以下のとおり。（金額はいずれも平成１６年度
予算）

○ 麻薬取締員費等交付金 ４５７百万円
都道府県の麻薬取締員に係る人件費等

○ 麻薬等対策推進費補助金 １０８百万円
都道府県の麻薬中毒者相談員、薬物乱用防止指導員の活動に要する経費

○ 献血制度推進特別事業費 １７９百万円
都道府県が行う献血の推進を図るための啓発事業に要する経費


